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平成 14 年３月期    個別財務諸表の概要       平成 14 年 5 月 23 日 
 

上場会社名 株式会社 ミスターマックス           
       （商号 株式会社  ）    
コード番号 ８２０３                                                                                              
(URL http://www.mrmax.co.jp/) 
問 合 せ 先  責任者役職名 常務取締役財務部長 
      氏        名 小 島 由 照                
決算取締役会開催日  平成 14 年 5 月 23 日             
定時株主総会開催日  平成 14 年 6 月 27 日           
 

１．1 4 年 3 月期の業績（平成 1 3 年４月１日～平成 1 4 年 3 月 3 1 日） 
（１）経営成績                     （百万円未満切捨） 

 
営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

14 年 3 月期 95,566 (  4.0) 991 ( 137.4) 1,135 (  70.2) 

13 年 3 月期 91,914 (  9.2) 417 (△56.1) 667 (△47.0) 

 

  

当 期 純 利 益 

 

１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり 

当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

営業収益 

経常利益率 

 百万円 ％  円 銭  円 銭  ％  ％  ％ 

14 年 3 月期 474 (91.4) 12.09  10.83  1.7  1.3  1.2  

13 年 3 月期 247 (13.2)  6.25   4.69  0.9  0.7  0.7  

（注） ①期中平均株式数 14 年３月期 39,224,684 株 13 年３月期 39,610,758 株 

②会計処理の方法の変更   無 

③営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

（２）配当状況 

1 株当たり年間配当金  

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年  間） 
配 当 性 向 株主資本配当率  

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

14 年 3 月期 10.00  5.00  5.00 388  82.0  1.4  

13 年 3 月期 10.00  5.00  5.00 396  159.9  1.4  

  

 

（３）財政状態 

 
総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円  ％ 円  銭 

14 年 3 月期 82,521  28,432  34.5  735.16  

13 年 3 月期 94,444  28,608  30.3  722.23  

（注） 

 

①期末発行済株式数 

②期末自己株式数 

14 年３月期 38,674,977 株 

14 年３月期   936,157 株 

13 年３月期 39,611,038 株 

 13 年３月期     96 株 

 

２．1 5 年 3 月期の業績予想（平成 1 4 年４月１日～平成 1 5 年 3 月 3 1 日） 

１株当たり年間配当金  
営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中 間 期 45,339  547  248  5.00 － － 

通   期 90,800  1,200  499  － 5.00 10.00 

（ 参考 ）１株当たり予想当期純利益（通期）12 円 90 銭 

上場取引所   東 大 福 

本社所在都道府県 
福岡県  

ＴＥＬ(092)623－1111 
中間配当制度の有無   有 
単元株制度採用の有無  有(1 単元 100 株)   
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個別財務諸表等 

1 .貸借対照表                                    （単位：千円） 

  

当 期 前 期 増 減 

（平成14年３月31日現在） （平成13年３月31日現在） （ △ は 減 少 ）  

        期 別  

 

科 目 
金  額 構成比(%) 金  額 構成比(%) 金  額 

（資 産 の 部）      

Ⅰ 流 動 資 産 14,353,638 17.4 24,344,477 25.8 △ 9,990,839 
 現 金 及 び 預 金  4,938,103  11,927,559     △ 6,989,456 
 売 掛 金  805,401  962,342  △ 156,940 
 自 己 株 式 －  32  △ 32 
 商 品  7,871,496  9,596,229  △ 1,724,732 
 貯 蔵 品  42,388  44,871  △ 2,482 
 前 渡 金 －  3,779  △ 3,779 
 前 払 費 用 221,737  230,712  △ 8,974 
 繰 延 税 金 資 産 149,262  94,952   54,309 
 未 収 入 金 148,171  362,508  △ 214,337 
 そ の 他  177,077  1,121,489  △ 944,412 

Ⅱ 固 定 資 産  68,162,249 82.6 70,089,695 74.2 △ 1,927,445 

 1.有 形 固 定 資 産 54,895,689 66.5 56,325,871 59.6 △ 1,430,182 

 建 物  19,297,687  20,161,944  △ 864,257 

 構 築 物  1,713,682  2,020,587  △ 306,904 

 車 両 運 搬 具  9,429  14,973  △ 5,544 

 器 具 備 品  1,010,299  1,236,878  △ 226,579 

 土 地  32,863,488  32,891,488  △ 28,000 

 建 設 仮 勘 定  1,102  －   1,102 
 2.無 形 固 定 資 産  618,226 0.8 612,318 0.7  5,907 

 借 地 権 515,630  509,052   6,578 

ソ フ ト ウ ェ ア 78,035  78,808  △ 773 

電 話 加 入 権 24,560  24,458   102 

 3.投資その他の資産 12,648,334 15.3 13,151,505 13.9 △ 503,170 
 投 資 有 価 証 券  2,271,471  2,691,630  △ 420,158 
 子 会 社 株 式 195,000  198,000  △ 3,000 
 出 資 金 700  700   － 
 長 期 貸 付 金 22,444  23,875  △ 1,431 
 従業員長期貸付金 538  866  △ 327 
 長 期 前 払 費 用 1,544,307  1,703,227  △ 158,920 
 繰 延 税 金 資 産 427,532  397,968   29,563 
 差 入 敷 金 2,685,048  2,515,546   169,501 
 差 入 保 証 金 5,188,885  5,309,091  △ 120,205 
 そ の 他 312,406  310,599   1,807 

Ⅲ 繰 延 資 産  5,333  10,666  △ 5,333 

 社 債 発 行 費 5,333 0.0 10,666 0.0 △ 5,333 

資  産  合  計 82,521,222 100.0 94,444,840 100.0 △ 11,923,618 
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                                                                               （単位：千円） 

当 期 前 期 増 減 

（平成14年3月31日現在） （平成13年3月31日現在） （ △ は 減 少 ）  

      期  別 

 

科  目 
金  額 構成比(%) 金  額 構成比(%) 金  額 

（負 債 の 部）       

Ⅰ 流 動 負 債 32,000,925 38.8 34,861,672 36.9 △ 2,860,746 
 
支 払 手 形  9,468,056  12,222,021  △ 2,753,965 
 
買 掛 金  5,721,912  6,582,742  △ 860,829 
 
1年以内償還転換社債 －  9,999,959  △ 9,999,959 
 
1年以内返済予定長期借入金 13,614,000  1,664,000   11,950,000 
 
未 払 金  1,095,861  604,908   490,953 
 
未 払 費 用  513,316  508,008   5,308 
 
未 払 法 人 税 等  350,000  220,000   130,000 
 
前 受 金  151,952  404,134  △ 252,181 
 
預 り 金  586,465  683,261  △ 96,796 
 
前 受 収 益  161,707  149,906   11,800 
 
賞 与 引 当 金  335,000  284,000   51,000 
 
設備関係支払手形  2,652  1,538,729  △ 1,536,077 

Ⅱ 固 定 負 債 22,087,876 26.7 30,974,655 32.8 △ 8,886,779 
 
社 債  3,000,000  3,000,000   － 
 
長 期 借 入 金  10,751,000  19,565,000  △ 8,814,000 
 
退 職給付引当金 313,747  263,338   50,409 
 
役員退職慰労引当金 745,147  684,653   60,494 
  
長 期 前 受 収 益 242,426  240,850   1,576 
 
預 り 保 証 金 4,223,073  4,190,416   32,656 
 
預 り 敷 金 2,812,480  3,030,397  △ 217,916 

負 債 合 計 54,088,801 65.5 65,836,328 69.7 △ 11,747,526 

（ 資 本 の 部 ）       

Ⅰ 資 本 金 10,229,738 12.4 10,229,738 10.8  － 

Ⅱ 資 本 準 備 金  9,944,800 12.1 9,944,800 10.5  － 

Ⅲ 利 益 準 備 金 526,329 0.6 506,524 0.6  19.805 

Ⅳ その他の剰余金 8,106,013 9.8 8,045,378 8.5  60,634 
 
任 意 積 立 金 7,437,944  7,656,039  △ 218,095 
 
 圧縮記帳積立金 117,944  136,039  △ 18,095 
 
 別 途 積 立 金 7,320,000  7,520,000  △ 200,000 
 
当 期 未 処 分 利 益 668,068  389,338   278,730 

Ⅴ  その他有価証券評価差額金  △ 81,608 △0.1 △ 117,930 △0.1  36,322 

Ⅵ  自 己 株 式 △ 292,854 △0.3 － － △ 292,854 

資 本 合 計 28,432,420 34.5 28,608,511 30.3  △ 176,091 

  負債及び資本合計 82,521,222 100.0 94,444,840 100.0 △ 11,923,618 
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2 .損益計算書                                      （単位:千円） 

当 期 前 期   

期 別 

 

科 目 

（自 平成13年4月 1日 

  至 平成14年3月31日） 

（自 平成12年4月 1日 

至 平成13年3月31日） 

増   減  

（ △ は 減 少 ）  

 

 金 額 百分比(%) 金 額 百分比(%) 金  額 

        

Ⅰ 売    上    高   92,846,832 100.0 89,732,925 100.0 3,113,907 

Ⅱ 売  上   原   価   76,712,505 82.6 74,525,185 83.1 2,187,319 

 売 上 総 利 益  16,134,327 17.4 15,207,739 16.9 926,588 

Ⅲ 不 動 産 賃 貸 収 入  2,719,777 2.9 2,181,405 2.4 538,371 

 営 業 総 利 益  18,854,105 20.3 17,389,145 19.3 1,464,960 

Ⅳ 販売費及び一般管理費  17,863,023 19.2 16,971,694 18.9  891,328 

 営 業 利 益  991,082 1.1 417,451 0.4 573,631 

Ⅴ 営 業  外  収  益   761,103 0.8 776,075 0.9 △ 14,972 

 受 取 利 息  30,269  32,030  △ 1,760 

 有 価 証 券 利 息  6,959  27,348  △ 20,388 

 仕 入 割 引  223,018  248,359  △ 25,341 

 受 取 手 数 料  341,705  273,252  68,452 

 雑 収 入  159,150  195,084  △ 35,934 

Ⅵ 営 業  外  費  用   616,678 0.7 526,277 0.6 90,400 

 支 払 利 息  486,183  453,342  32,841 

 社 債 利 息  59,195  54,677  4,517 

 社 債 発 行 費 償 却  5,333  5,333  - 

 雑 支 出  65,965  12,924  53,040 

 経 常 利 益  1,135,507 1.2 667,249 0.7 468,258 

Ⅶ 特 別 利 益  32,240 0.0 86,184 0.1 △ 53,943 

 土 地 売 却 益  4,000  －  4,000 

 退職給付会計基準変更時差異   －  19,847  △ 19,847 

 投資有価証券売却益  28,240  66,336  △ 38,095 

Ⅷ 特 別 損 失  291,911 0.3 250,407 0.3 41,504 

 固 定 資 産 除 却 損  －  59,025  △ 59,025 

 投資有価証券売却損  26,282  191,382  △ 165,100 

 投資有価証券評価損  265,629  － 0.6 265,629 

税 引 前 当 期 純 利 益 875,836 0.9 503,025 0.6 372,811 

法人税、住民税及び事業税 511,544 0.5 326,806 0.4 184,737 

法 人 税 等 調 整 額 △ 109,758 △0.1 △ 71,470 △0.1 △ 38,287 

当 期 純 利 益 474,050 0.5 247,689 0.3 226,360 

前 期 繰 越 利 益 389,573  359,509  30,063 

中 間 配 当 額 195,555  198,053  △ 2,499 

中間配当に伴う利益準備金積立額  －  19,805  △ 19,805 

当 期 未 処 分 利 益 668,068  389,338  278,729 
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利 益 処 分 案 

 
                                       （単位：千円） 

当     期 
 

（平成 14 年 6 月 27 日予定） 

前     期 
 

（平成 13 年 6 月 28 日） 

増     減 
 

（ △ は 減 少 ） 摘 要 
（株主総会開催日） 

金     額 金     額 金     額 

 
Ⅰ 当期未処分利益 

 
668,068 

  
389,338 

  
 

 
278,729 

 

 
Ⅱ 任意積立金取崩額 

 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
圧縮記帳積立金取崩額 

 
13,713 

 
18,095 

  
△ 

 
4,381 

 

 
別途積立金取崩額 

 
－ 

 
200,000 

  
△ 

 
200,000 

 

 
合          計 

 
681,781 

 
607,433 

   
74,347 

 

これを下記のとおり処分します。       

 
Ⅲ 利 益 処 分 額 

      

 
   利 益 準 備 金 

 
－ 

 
19,805 

  
△ 

 
19,805 

 

 
   配  当  金 

 
193,374 

 
198,055 

  
△ 

 
4,680 

 

 (1 株につき 5.0 円) (1 株につき5.0 円)    
 
   役 員 賞 与 金 

 
20,000 

 
－ 
   

20,000 
 

    （うち監査役賞与金）      ( 2,000)      (   －) ( 2,000) 
 
   別 途 積 立 金 

 
100,000 

  
－ 
   

100,000 
 

 
Ⅳ 次 期 繰 越 利 益 

 
368,406 

 
389,573 

  
△ 

 
21,166 

 

 
（注）平成 13 年 12 月 10 日に、195,555 千円(1 株につき 5.0 円)の中間配当を実施いたしました。 
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重 要 な 会 計 方 針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法  

子会社株式 

その他有価証券 

移動平均法による原価法 

  ・時価のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  ・時価のないもの  移動平均法による原価法 

２．デリバティブ  時価法 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法  

 商      品  売価還元法による原価法 

 貯   蔵   品  最終仕入原価法による原価法 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

５．固定資産の減価償却の方法  

  ・有形固定資産   

  建      物  定額法 

  そ の 他  定率法 

  ・無形固定資産   

  ソフトウェア  社内における利用可能期間（５年）による定額法 

６．繰延資産の処理方法   

  ・社債発行費  商法規定の最長期間（３年）で均等償却 

７．引当金の計上基準   

 （１） 賞 与 引 当 金  従業員に支給する賞与の引当額として支給見込額基準により計上

しております。   

 （２） 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間によ

る定額法により翌事業年度から費用処理しております。 

 （３） 役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づく期末要支

給額の100％相当額を計上しております。 

８．リース取引の処理   

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

９．重要なヘッジ会計の方法   

 （１） ヘッジ会計の方法  当社はヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについて、特例処理

を採用しております。 

 （２） ヘッジ手段とヘッジ対象  

  ・ヘッジ手段      当社は、金利スワップ取引を利用しております。 

  ・ヘッジ対象  当社が行っている金利スワップ取引は、借入金等の将来の金利市場

における利率上昇による変動リスクを回避する目的で利用しており

ます。 

 （３） ・ヘッジ方針  当社がヘッジ取引を行う場合の取引方針としては、営業取引、資金

調達等で発生する通常の取引範囲内で、必要に応じ最小限のリスク

で契約を行う方針であり、投機的な取引は行わない方針であります。 

１０．消費税等の会計処理  税抜方式 

   

（追加情報） 
  

 前期において資産の部に計上していた「自己株式」は、財務諸表等規則の改正により、当期末においては資本

の部の末尾に控除する形式で表示しております。 
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注記事項 

(貸借対照表関係)  

   当  期 前  期 

 １． 有形固定資産の減価償却累計額 12,195,615 千円 10,740,578 千円  

 ２． 担保資産及び担保付債務   

  (1) 担保に供している資産の額(簿価)   

   建   物   6,659,714 千円  10,337,347 千円  

   土   地    13,684,336 〃    19,108,543 〃  

   計    20,344,051 〃    29,445,891 〃  

  (2) 担保付債務   

   リパッケージワラント債の保証   － 千円  9,999,959 千円  

   長 期 借 入 金   13,665,000 〃  11,500,000 〃  

   計   13,665,000 〃  21,499,959 〃  

 ３． 株式の状況   

  授権株式数 80,000 千株 80,000 千株  

  発行済株式総数    39,611 〃    39,611  〃  

 

（損益計算書関係） 

   当  期 前  期 

 １． 販売費及び一般管理費のうち、主要な項目及び金額は次のとおりであります。 

 (1) 販売費   

   広告宣伝費 2,222,618 千円 2,330,568 千円 

 (2) 一般管理費     

  ① 従業員給与手当 2,731,375 〃 2,778,445 〃 

  ② 従業員雑給 2,457,167 〃 1,955,859 〃 

  ③ 賞与引当金繰入額 335,000 〃 284,000 〃 

  ④ 退職給付引当金繰入額 71,932 〃 58,473 〃 

  ⑤ 役員退職慰労引当金繰入額 70,352 〃 39,504 〃 

  ⑥ 水道光熱費 901,595 〃 832,039 〃 

  ⑦ 租税公課 645,991 〃 614,397 〃 

  ⑧ 減価償却費 1,654,821 〃 1,540,880 〃 

  ⑨ 賃借料 3,001,640 〃 2,578,449 〃 

 ２． 固定資産除却損の主な内訳     

   建物（附属設備を含む）      － 千円 39,380 千円 

   建物解体費 － 〃 18,090 〃 

   その他 － 〃 1,556 〃 

   計 － 〃 59,026 〃 
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（リース取引関係） 

 

 

  当  期 前  期 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

   器具備品        器具備品 

  取得価額相当額 1,124,877 千円 1,195,049 千円  

  減価償却累計額相当額 586,787 〃 547,079 〃  

  期末残高相当額 538,089 〃 647,969 〃  

   （注）取得価額相当額は、
未経過リース料期末残高
が有形固定資産の期末残
高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法によ
り算定しております。 

 

 

 

同 左 

  (2) 未経過リース料期末残高相当額   

  1  年  内   215,345 〃   219,544 〃  

  1  年  超   322,743 〃   428,425 〃  

  計   538,089 〃   647,969 〃  

  (注) 未経過リース料期末
残高相当額は、未経過リー
ス料期末残高が有形固定
資産の期末残高等に占め
る割合が低いため、支払利
子込み法により算定して
おります。 

 
 
 

 
 
 
同  左  

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額   

  支払リース料 246,012 〃  245,497 〃  

  減価償却費相当額 246,012 〃  245,497 〃  

 (4) 減価償却費相当額の算定方法       

   リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定
額法によっております。 

 
 
同 左 

 

2. オペレーティング・リース 取引 

   店舗のうち、6店舗につい
ては、建物等をリース契約
により使用しております。 

 同 左 

  未経過リース料   

  1  年  内  793,379 千円 827,234 千円  

  1  年  超  7,707,824 〃 8,240,132 〃  

  計  8,501,203 〃 9,067,366 

 

〃  
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（有価証券関係） 
 
  子会社株式で時価のあるものはありません。 
 
 
 
（デリバティブ取引関係） 
 
 
 デリバティブ取引は、ヘッジ会計における特例処理を採用しているため、記載を省略しております。 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 当  期 前  期 

 繰延税金資産      

 役員退職慰労引当金 311,024 千円 285,774 千円 

 退職給付引当金繰入限度超過額 94,489 〃 74,925 〃 

 賞与引当金繰入限度超過額 101,937 〃 62,996 〃 

 その他有価証券評価差額金 58,467 〃 84,351 〃 

 その他                           104,851 〃 69,374 〃 

 繰延税金資産小計  670,770 〃   577,420 〃  

  評価性引当額  － 〃   － 〃  

 繰延税金資産合計  670,770 〃   577,420 〃  

      

 繰延税金負債     

  固定資産圧縮記帳積立金  74,675 〃   84,500 〃  

  その他  19,300 〃   － 〃  

 繰延税金負債合計  93,975 〃   84,500 〃  

 繰延税金資産の純額  576,794 〃   492,920 〃  

    

    

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の 

内訳 

  当  期 前  期 

 法定実効税率 41.7 ％ 41.7 ％ 

 (調整)     

 交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0 ％ 2.3 ％ 

 住民税均等割額 3.5 ％ 5.6 ％ 

 その他 △0.3 ％ 1.1 ％ 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率  45.9 ％   50.7 ％  
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役員の異動（平成 14 年 6 月 27 日付予定） 

 

（１）代表取締役の異動 

該当事項はありません。 

 

（２）その他の役員の異動 

① 退任予定取締役  小島 由照 （ 現 常務取締役 財務部長 ） 

② 新任監査役候補  小島 由照 （ 現 常務取締役 財務部長 ） 

（非常勤監査役） 

③ 退任予定監査役  中牟田 健一（ 現 非常勤監査役 ） 

 

（３）その他の役職の異動 

該当事項はありません。 
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